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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第３四半期
連結累計期間

第２期
第３四半期
連結累計期間

第１期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 381,625 443,376 503,635

経常利益 (百万円) 6,159 8,880 7,894

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,518 5,764 6,721

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,367 6,163 6,659

純資産額 (百万円) 57,243 64,735 60,535

総資産額 (百万円) 205,725 252,195 180,890

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 148.56 243.72 283.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.63 24.71 32.08
 

 

 

回次
第１期

第３四半期
連結会計期間

第２期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 108.23 118.19
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　第１期第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表及び第１期の連結財務諸表は、単独株式移転により完

全子会社となったヤマエ久野株式会社の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を引き継いで作成しておりま

す。

３　前四半期連結会計期間は当社設立後最初の四半期連結会計期間ですが、「第３四半期連結会計期間」として

記載しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５　第２期第３四半期連結累計期間末における総資産額の大幅な増加は、株式会社アスティーク及びその子会社

１社、丸永株式会社及びその子会社２社、福岡農産株式会社及びその子会社１社、ＦＣＰロジスティクス株

式会社(現ＹＧＬ株式会社)及びその子会社３社、日本ピザハット・コーポレーション株式会社及びその子会

社２社、ヤマエリアルティ株式会社、Arco Marketing Pte Ltd、株式会社クイックスの連結子会社化等によ

るものです。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
（食品関連事業）

第２四半期連結会計期間において、2022年８月31日に新たに日本ピザハット・コーポレーション株式会社の発

行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の日本ピザハット株式会社、ピザハット・エージェンシー

株式会社を連結の範囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間において、2022年10月３日に新たにArco Marketing Pte Ltdの発行済株式の一部を

取得したため、同社を連結の範囲に含めております。

また、2022年11月１日に新たに株式会社クイックスの発行済株式の一部を取得したため、同社を連結の範囲に

含めております。

 
（糖粉・飼料畜産関連事業）

第１四半期連結会計期間において、2022年５月２日に新たに丸永株式会社の発行済株式の全てを取得したた

め、同社及びその子会社の有限会社マルナガファーム、有限会社丸永エッグランドを連結の範囲に含めておりま

す。

また、2022年５月２日に新たに福岡農産株式会社の発行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の

株式会社福岡ワールドグレインズを連結の範囲に含めております。

 
（住宅・不動産関連事業）

第１四半期連結会計期間において、2022年４月１日に新たに株式会社アスティークの発行済株式の全てを取得

したため、同社及びその子会社の株式会社アスティークパートナーズを連結の範囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間において、2022年10月３日にヤマエリアルティ株式会社を新規設立し、連結子会社

としております。

 
（その他）

第２四半期連結会計期間において、2022年７月１日に新たにＦＣＰロジスティクス株式会社(現ＹＧＬ株式会

社）の発行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の九州栄孝エキスプレス株式会社、ライゴーエキ

スプレス株式会社、株式会社誠信運輸センターを連結の範囲に含めております。

 
この結果、2022年12月31日現在では、当企業グループは、当社、連結子会社47社、持分法非適用の非連結子会

社２社及び持分法適用関連会社３社、持分法非適用関連会社２社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ(当社及び当社の関係会社)

が判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の解除や政府の

観光支援策の効果などもあり、経済活動は正常化に向けた動きが進んでおります。一方、地政学的リスクをはじ

め原材料・原油価格の高騰や急激な円安進行による物価上昇の影響で消費者の節約志向が高まるなど、依然とし

て先行き不透明な状況が継続しております。

このような環境の下、当企業グループは、「流通のトータルサポーター」として、グループ一丸となってサプ

ライチェーン全体の発展に寄与していくと同時に、川上から川下までありとあらゆる場面においてビジネスをプ

ロデュースする企業集団として、総合力を活かした営業体制の構築に努めてまいりました。また、新型コロナウ

イルス感染症の影響下においても、お取引先様と従業員の健康と安全確保に最大限配慮しながら、商品・サービ

スの安定供給を維持・継続して社会的使命を果たすとともに、永続的な成長を可能とする事業基盤の強化に努め

てまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、4,433億76百万円（前年同四半期比16.2％増）とな

り、617億50百万円の増収となりました。

利益面におきましては、グループ全体で業務の見直しや効率化に取り組むことで経営基盤の強化を図り、経常

利益は88億80百万円（前年同四半期比44.2％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は、57億64百万円

（前年同四半期比63.8％増）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

(食品関連事業)

食品関連事業におきましては、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が解除されたこともあり、需要は回

復傾向にあります。また、単身世帯や共働き世帯の増加を背景に市場を拡大している食品宅配市場やEC（電子商

取引）を中心とした通販事業は引き続き堅調でした。一方、新型コロナウイルス感染症の影響や、消費者のライ

フスタイルの変化、国際情勢の緊迫化、急激な円安、原油・原材料等の価格の高騰による物価上昇が家庭用食

材・業務用食材とも購買意欲の減衰を招くなど、取り巻く環境は不透明な状況が続いております。

加工食品関連では、相次ぐ値上げによるインフレ懸念から消費者の節約志向が高まる中、利益商材の発掘・提

案を強化、物流・営業コストの削減に努めるとともに、価格改定を着実に進めながら商品の安定供給に注力し、

新規顧客の獲得を進めてまいりました。物流においては、顧客の変化に対応すべく、物流拠点の統廃合や在庫集

約等で業務全体の効率化に取り組み、共同配送事業の拡大と庫内作業改善活動の強力推進により物流品質の向上

や機能充実を図るとともに、原油価格高騰による物流費の高騰、人件費の高騰などの影響の中においても、配送

費・荷役人件費の削減に努めてまいりました。また、2024年問題、少子高齢化、労働人口減少に対応すべく、

AI、自動化設備等、庫内の機械化による省人化・作業の効率化、労働環境の整備を進めてまいりました。

生鮮食品関連では、農産物は、果物は、台風の影響及び為替の影響もあり国産・輸入ともに全体的に高値で推

移、野菜類は、天候に恵まれ12月上旬までは相場安で推移したものの年末は寒波の影響により一転して高騰しま

した。水産物は、全般的に相場が高騰し、業務用市場・家庭用市場とも供給に苦戦しました。畜産物は、飼料高

騰を受けて国内外の原料の高値相場が続いております。このような中、青果・精肉・鮮魚・惣菜の生鮮フルライ

ンでの提案を継続し、高品質で安心・安全な商品を供給するため、原料産地との取り組みや商品力・開発力・品

質管理技術が高いメーカー様との協力体制を強化してまいりました。

酒類関連では、家飲み消費では健康志向を背景に機能性発泡酒やノンアルコール飲料等が引き続き伸長しまし

た。業務用市場は酒類提供制限解除やインバウンドにより回復傾向ですが、コロナ禍以前と比較すると依然とし
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て厳しい状況にあります。加えて、物流費・人件費が引き続き高騰しているため、利益が圧迫される状況が続い

ております。このような環境の下、物流支援ロボットの導入等、効率的な物流体制の構築によるコスト削減を図

りました。また、ヤマエ久野株式会社の柱として取り組んでおります本格焼酎では、焼酎情報機能としてのホー

ムページ「焼酎紀行」を充実させ、新しい生活様式に対応した商品発信を行うことで、「焼酎のヤマエ」として

市場の拡大に努めてまいりました。

食品宅配関連では、８月にグループ入りした日本ピザハット・コーポレーション株式会社の新規出店によるブ

ランド認知の向上、お客様の利便性向上や店舗運営の効率化を目的としたDXの推進、これらを包括した店舗収益

力の向上を図ってまいりました。

この結果、売上高は、2,981億18百万円（前年同四半期比13.0％増）となりセグメント営業利益は45億91百万円

（前年同四半期比97.9％増）となりました。

 
(糖粉・飼料畜産関連事業)

糖粉・飼料畜産関連事業におきましては、全国旅行支援やインバウンドにより人の動きが活発となり、お土産

物や外食需要が拡大した一方、ウクライナ情勢や記録的円安の影響等もあり主力の取扱商品では値上げが続いて

おります。

糖粉関連では、穀物・原油相場や海上輸送コストの高騰、地政学的リスクや異常気象により需給バランスが崩

れ、また、脱炭素の動きによる穀物を利用したバイオ燃料の需要増・円安等の要因により、主力取扱商品の小麦

粉・砂糖・食油・糖化製品が大幅な値上げとなりました。このような環境の下、原料農産物の安定供給に向けて

新たな産地の開拓・契約栽培等に努め、さらに顧客に役立つ情報提供と、「安心・安全」な商品を適正な価格で

供給することに努めてまいりました。

飼料畜産関連では、主力商品である配合飼料の価格は、主原料であるとうもろこしは、米国の高温乾燥の影響

等により作柄悪化懸念の影響と原油相場の下落を受け安定したものの、輸入牧草は大幅な値上げとなりました。

畜産物については、牛肉は、消費者の生活防衛意識の高まりから比較的安い他の畜種へ消費が移ったことにより

軟調に推移。豚肉は、外食需要の回復や内食需要の再増加などから需要が増加するも供給数も増加したことで堅

調に推移しました。鶏卵は、全国的に鳥インフルエンザが多発による供給量の低下により強い引き合いが継続、

今後より一層の供給低下の懸念もあり高騰しました。このような環境の下、お得意先様への技術指導、経営支援

等の機能を発揮することで、既存顧客のシェアアップや新規顧客の獲得に努めてまいりました。

この結果、売上高は734億24百万円（前年同四半期比29.2％増）となりましたが、ウクライナ情勢や記録的円安

に伴い輸送費等のコストが大幅に増加した影響でセグメント営業利益は12億38百万円（前年同四半期比5.6％減）

となりました。

 
(住宅・不動産関連事業)

住宅・不動産関連事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、資材・燃料価格の高騰によ

る建設コスト上昇が重なり、国民の消費マインドは低調に推移しております。住宅着工数については前連結会計

年度と比較してやや減少傾向がみられ、新型コロナウイルス感染症の影響等でリモートワークが浸透しつつある

状況下、自宅にワークスペースを設けるなど今までとは異なる新築戸建住宅や住宅リフォームに対する需要は継

続してはいるものの、住宅建設工事およびリフォーム工事の受注状況は鈍化傾向にあります。米国の住宅需要の

高まりに端を発した木材の価格高騰と材料不足は解消傾向がみられる一方、鉄製品や原油・電力料金の価格高騰

による建築資材・設備機器・消費財の値上げや輸入資材の入荷遅れが相次ぎ、また、人手不足、急激な円安・金

利上昇等による影響など、今後の動向が注視されております。

住宅関連では、プレカット製品を安定的に供給するためにお取引先様との関係強化や販売価格の適正化を図

り、新規販売先の開拓や非住宅木造建築物への販売強化、大手ハウスビルダー様との関係強化及び関連商材販売

に取り組みました。ヤマエ久野株式会社においては、３年ぶりに開催した住宅資材展示会「ハウズフェスタ」に

よる需要喚起を活用した販売促進に努めてまいりました。「地域型住宅グリーン化事業」によりゼロエネルギー

住宅や、二酸化炭素の排出抑制に寄与する認定低炭素住宅、そして長期優良住宅を志向する地場工務店様との関

係を強化するとともに、「通気断熱WB工法」の西日本地区の総代理店として市場浸透を推進することで売上拡大

を図っております。また、グループの企業間連携を一層深めることで相乗効果の増大を図り、商圏拡大、市場

シェアアップに努めています。

賃貸事業では、福岡地区におけるオフィスビル市況は、テナントの移転に向けた動きを中心に堅調な状況が継

続しており、空室率は３％台後半で推移しています。このような環境の下、「安全・安心・快適」なオフィス空

間の提供を通して、テナントビルの入居者様への丁寧な対応及び新規入居者の確保に努めてまいりました。
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この結果、売上高は、576億27百万円（前年同四半期比17.4％増）となりセグメント営業利益は39億22百万円

（前年同四半期比16.8％増）となりました。

 
(その他)

運送業界では、経済活動が徐々に正常化するに伴い輸送物量は回復傾向に転じましたが、燃料価格の高騰の影

響を受け、経営環境は厳しさを増しております。このような環境の下、乗務員、庫内作業員の安全を確保し雇用

維持に努めながら、物流品質の向上、安全管理の徹底、業務の効率化、人材の確保など労働環境の改善・整備に

積極的に取り組んでまいりました。

燃料関連事業では、石油製品需要の減少傾向が続く中、脱炭素の世界的な潮流を受け電動車の普及加速や天然

ガス需要のひっ迫による原油の代替需要、ウクライナ情勢等に起因した原油相場の高騰など取り巻く環境は一段

と厳しさを増しております。このような環境の下、卸・直売部門では新電力などの新規事業と、お取引先様との

連携強化、コスト削減に努め、サービスステーションでは提案力や技術力の向上のためスタッフ教育に力を入

れ、競争力強化を図ってまいりました。また、太陽光発電設備は順調に運用されております。

レンタカー事業では、「全国旅行支援」により旅行客や出張法人のレンタカー利用が増加したこと、また、世

界的な半導体不足に伴う新車の納車遅れの影響で代車利用が増加したこと等により、個人ユーザー・法人ユー

ザーともに受注は堅調に推移しました。

情報処理サービス事業では、世界的な半導体不足による入荷遅れや円安による機器の価格高騰が続く先行き不

透明な状況下、顧客への情報提供と早期発注の提案等により希望納期に間に合わせるよう努めてまいりました。

またセキュリティ対策ビジネスにおいては、サイバー攻撃対策ツールの拡販に加え、監視サービス事業を開始し

ました。さらに、主力商材のひとつである食品製造業者向け自社パッケージソフト（食品製造業向け生産管理シ

ステム）のさらなる売上拡大を図るべく機能を強化し、受注に努めております。

この結果、売上高は、142億６百万円（前年同四半期比19.1％増）となりましたが、運送関連事業及び燃料関連

事業において、原油価格の高騰の影響を受け利益が圧迫されたことから、セグメント営業利益は66百万円（前年

同四半期比21.1％減）となりました。

 
当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ713億５百万円増加し、2,521億95百

万円となりました。主な要因は、「現金及び預金」の増加額113億10百万円、「受取手形、売掛金及び契約資産」

の増加額244億14百万円、「商品及び製品」の増加額53億３百万円、「仕掛販売用不動産」の増加額26億53百万

円、「原材料及び貯蔵品」の増加額７億59百万円、「建物及び構築物(純額)」の増加額41億88百万円、「土地」

の増加額23億88百万円及び「のれん」の増加額71億11百万円によるものです。

負債におきましては前連結会計年度末に比べ671億５百万円増加し、1,874億60百万円となりました。主な要因

は、「支払手形及び買掛金」の増加額347億61百万円、「短期借入金」の増加額123億62百万円及び「長期借入

金」の増加額137億９百万円によるものです。

また、純資産におきましては前連結会計年度末に比べ41億99百万円増加し、647億35百万円となりました。主な

要因は、「利益剰余金」の増加額48億17百万円及び「資本剰余金」の減少額６億52百万円によるものです。

 
(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループが優先的に対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。

 
(3) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,600,000

計 45,600,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,686,752 23,686,752
東京証券取引所
プライム市場
福岡証券取引所

単元株式数100株

計 23,686,752 23,686,752 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年12月31日 ― 23,686 ― 2,974 ― ―
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式　      100

（相互保有株式）
普通株式　　　33,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,639,700
 

236,397 ―

単元未満株式 普通株式 13,552
 

― ―

発行済株式総数 23,686,752 ― ―

総株主の議決権 ― 236,397 ―
 

(注) １「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)

含まれております。

２「単元未満株式」欄の普通株式に含まれている自己保有株式及び相互保有株式は次のとおりであります。

   自己保有株式        　 ４株

　　相互保有株式　    　 　―株

 

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ヤマエグループ
ホールディングス株式会社

福岡市博多区博多駅東
２丁目13番34号

100 ― 100 0.0

（相互保有株式）
福岡農産株式会社

福岡県田川郡川崎町大字
川崎3986

33,400 ― 33,400 0.1

計 ― 33,500 ― 33,500 0.1
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,722 27,032

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※１  54,764 ※１,※２  79,179

  電子記録債権 1,869 ※２  2,449

  商品及び製品 9,719 15,022

  仕掛品 515 861

  未成工事支出金 63 98

  原材料及び貯蔵品 2,247 3,007

  販売用不動産 - 492

  仕掛販売用不動産 - 2,653

  その他 8,563 11,717

  貸倒引当金 △634 △1,202

  流動資産合計 92,831 141,312

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,091 19,279

   土地 27,331 29,720

   その他（純額） 11,678 17,704

   有形固定資産合計 54,101 66,704

  無形固定資産   

   ソフトウエア 493 1,027

   のれん 14,700 21,812

   その他 265 329

   無形固定資産合計 15,459 23,168

  投資その他の資産   

   投資有価証券 10,508 11,091

   退職給付に係る資産 786 794

   その他 7,320 9,687

   貸倒引当金 △118 △563

   投資その他の資産合計 18,497 21,009

  固定資産合計 88,058 110,883

 資産合計 180,890 252,195
 

 

EDINET提出書類

ヤマエグループホールディングス株式会社(E36756)

四半期報告書

10/30



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 61,073 ※２  95,834

  電子記録債務 7,674 ※２  7,947

  短期借入金 2,210 ※５  14,572

  １年内償還予定の社債 20 48

  １年内返済予定の長期借入金 ※４  6,186 ※４  7,221

  未払法人税等 3,450 1,986

  契約負債 250 297

  賞与引当金 1,654 1,116

  ポイント引当金 - 57

  完成工事補償引当金 3 5

  その他 14,756 19,847

  流動負債合計 97,279 148,933

 固定負債   

  社債 40 66

  長期借入金 ※４  10,658 ※４  24,368

  役員退職慰労引当金 686 713

  退職給付に係る負債 603 989

  資産除去債務 609 826

  その他 10,476 11,563

  固定負債合計 23,074 38,526

 負債合計 120,354 187,460

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,974 2,974

  資本剰余金 1,185 532

  利益剰余金 50,235 55,052

  自己株式 △0 △34

  株主資本合計 54,395 58,525

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,595 3,816

  為替換算調整勘定 △37 △96

  退職給付に係る調整累計額 70 62

  その他の包括利益累計額合計 3,628 3,782

 非支配株主持分 2,511 2,427

 純資産合計 60,535 64,735

負債純資産合計 180,890 252,195
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 381,625 443,376

売上原価 343,914 393,692

売上総利益 37,711 49,684

販売費及び一般管理費 32,248 41,121

営業利益 5,463 8,563

営業外収益   

 受取利息及び配当金 132 166

 仕入割引 60 68

 持分法による投資利益 52 -

 助成金収入 ※1  362 ※1  142

 その他 364 445

 営業外収益合計 973 824

営業外費用   

 支払利息 128 156

 持分法による投資損失 - 31

 貸倒引当金繰入額 34 224

 その他 114 94

 営業外費用合計 277 506

経常利益 6,159 8,880

特別利益   

 固定資産売却益 15 ※2  1,085

 負ののれん発生益 123 -

 投資有価証券売却益 - 18

 補助金収入 - ※3  236

 保険解約返戻金 - 24

 段階取得に係る差益 - 56

 事業譲渡益 ※4  135 -

 特別利益合計 274 1,421

特別損失   

 固定資産除売却損 85 23

 減損損失 48 26

 投資有価証券評価損 10 -

 投資有価証券売却損 - 0

 特別損失合計 144 49

税金等調整前四半期純利益 6,288 10,251

法人税、住民税及び事業税 2,533 4,020

法人税等調整額 52 218

法人税等合計 2,586 4,238

四半期純利益 3,702 6,013

非支配株主に帰属する四半期純利益 183 248

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,518 5,764
 

EDINET提出書類

ヤマエグループホールディングス株式会社(E36756)

四半期報告書

12/30



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 3,702 6,013

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △321 218

 為替換算調整勘定 - △59

 退職給付に係る調整額 △1 △7

 持分法適用会社に対する持分相当額 △12 △0

 その他の包括利益合計 △334 150

四半期包括利益 3,367 6,163

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,173 5,917

 非支配株主に係る四半期包括利益 193 245
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（連結範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間において、2022年４月１日に新たに株式会社アスティークの発行済株式の全てを取得した

ため、同社及びその子会社の株式会社アスティークパートナーズを連結の範囲に含めております。

また、2022年５月２日に新たに丸永株式会社の発行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の有限会社

マルナガファーム、有限会社丸永エッグランドを連結の範囲に含めております。

さらに、2022年５月２日に新たに福岡農産株式会社の発行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の株

式会社福岡ワールドグレインズを連結の範囲に含めております。

　第２四半期連結会計期間において、2022年７月１日に新たにＦＣＰロジスティクス株式会社（現ＹＧＬ株式会社）

の発行済株式の全てを取得したため、同社及びその子会社の九州栄孝エキスプレス株式会社、ライゴーエキスプレス

株式会社、株式会社誠信運輸センターを連結の範囲に含めております。

　また、2022年８月31日に新たに日本ピザハット・コーポレーション株式会社の発行済株式の全てを取得したため、

同社及びその子会社の日本ピザハット株式会社、ピザハット・エージェンシー株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。

　当第３四半期連結会計期間において、2022年10月３日にヤマエリアルティ株式会社を新規設立したため、連結の範

囲に含めております。

　また、2022年10月３日に新たにArco Marketing Pte Ltdの発行済株式の一部を取得したため、同社を連結の範囲に

含めております。

　さらに、2022年11月１日に新たに株式会社クイックスの発行済株式の一部を取得したため、同社を連結の範囲に含

めております。
 

 

(会計方針の変更等)

 当第３四半期連結累計期間
 （自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 （会計方針の変更）

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
 

 
(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定及び会計上の見積

りについて、重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　債権流動化に伴う買戻義務限度額

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

債権流動化に伴う買戻義務限度額 321百万円 348百万円
 

 
※２　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

等を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

受取手形 － 102百万円

電子記録債権 － 57 〃

支払手形 － 94 〃

電子記録債務 － 1,097 〃
 

 

　３　保証債務

連結会社以外の会社のリース債務に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

あしたも㈱ 44百万円 40百万円

     
 

※４　財務制限条項

(1) 当社の連結子会社であるヤマエ久野株式会社は、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケート

　　ローン契約を締結しております。この契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 各事業年度末日における連結の貸借対照表（但し、2022年３月期末日以降は当社が作成する連結の貸借対照

　 表をいい、以下同じ。）に記載される純資産の部の合計金額を、2017年３月期末日における連結の貸借対照

　 表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末日における連結の貸借

　 対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維

　 持すること。

② 各事業年度末日における連結の損益計算書（但し、2022年３月期末日以降は当社が作成する連結の損益計算

  書をいう。）に記載される経常損益を２回連続して損失としないこと。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

借入金総額 11,000百万円 11,000百万円

借入金残高 6,050　〃 5,225 〃
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(2) 当社の連結子会社であるヤマエ久野株式会社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行と金銭消費貸借契約を締結してお

　　ります。この契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 2022年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における当社の連結の貸借対照表において、純資産の部

　 の合計額から新株予約権、繰延ヘッジ損益及び非支配株主持分の合計を控除した金額（以下、「自己資本の

　 金額」という。）を、前年度決算期の末日における自己資本の金額（但し、2022年３月決算期の判定におい

　 ては、2021年３月決算期の年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における自己資本の金額と

　 する。）の金額の75％以上に維持すること。

② 2022年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における当社の連結の損益計算書において、経常損益の

　 金額を２期連続してマイナスとしないこと。なお、2022年３月決算期の判定は、2021年３月決算期及び2022

　 年３月決算期の連続する２期につき行うものとし、また、その際、2021年３月決算期分については借入人の

　 連結の損益計算書における経常損益の金額にて判定を行うものとする。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

借入金総額 5,000百万円 5,000百万円

借入金残高 1,000　〃 250 〃
 

 
(3) 当社の連結子会社である株式会社ＴＡＴＳＵＭＩは、株式会社三菱ＵＦＪ銀行と金銭消費貸借契約を締結し

　　ております。この契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 2021年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表において、純資産の

　 部の合計額を、2020年３月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日

　 における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

② 2021年３月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の損益計算書において、経常損益

　 の金額を２期連続して０円未満にしないこと。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

借入金総額 900百万円 900百万円

借入金残高 802　〃 735 〃
 

 
※５　コミットメントライン契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。

　この契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

コミットメントラインの総額 4,000百万円 4,000百万円

借入実行残高 － 2,000 〃

差引額 4,000百万円 2,000百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　助成金収入

　　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）及び

　　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　　　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金並びに国及び地方自治体等

　　から収受した助成金等であります。

 
※２　固定資産売却益

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　主に当社の連結子会社であるヤマエ久野株式会社所有の土地、建物の売却によるものであります。
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※３　補助金収入

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　当社の連結子会社であるヤマエ久野株式会社が「熊本市企業立地補助金」の交付を受けたものであります。

 

※４　事業譲渡益

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　当社の連結子会社であるヤマエ久野株式会社の保険サービス事業を譲渡したことによるものであります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。　

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 2,863百万円 3,442百万円

のれんの償却額 1,513　〃 1,925 〃
 

 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１　配当金支払額

当社は、2021年10月１日に単独株式移転により設立された持株会社であるため、配当金の支払額は当社の完全子

会社であるヤマエ久野株式会社の定時株主総会において決議された金額であります。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 710 30.00 2021年３月31日 2021年６月28日
 

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１　配当金支払額

 
決議 株式の種類 配当の原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 947 40.00 2022年３月31日 2022年６月27日
 

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

当社は、2022年８月１日付で、連結子会社であるデリカＳＦホールディングス株式会社の株式を追加取得いたし

ました。また、2022年11月１日付で、連結子会社である株式会社春日やの株式を追加取得いたしました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が652百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末において資本

剰余金が532百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３食品関連事業
糖粉・飼料畜産

関連事業

住宅・不動産

関連事業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 263,788 56,837 49,069 369,695 11,930 381,625 － 381,625

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
235 730 422 1,389 5,522 6,911 △6,911 －

計 264,024 57,568 49,492 371,084 17,452 388,537 △6,911 381,625

セグメント利益 2,319 1,311 3,357 6,989 84 7,073 △1,610 5,463

 

(注)　１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レンタ

カー事業、情報処理サービス事業、保険サービス事業等を含んでおります。

 ２ セグメント利益の調整額△1,610百万円には、セグメント間取引消去207百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,817百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

当第３四半期連結累計期間において、「食品関連事業」セグメントにて123百万円の負ののれん発生益を計上し

ております。これは、株式会社カネシメイチの株式を取得したことにより発生したものであります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３食品関連事業
糖粉・飼料畜産

関連事業

住宅・不動産

関連事業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 298,118 73,424 57,627 429,170 14,206 443,376 － 443,376

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
64 707 498 1,270 5,264 6,535 △6,535 －

計 298,183 74,132 58,125 430,441 19,471 449,912 △6,535 443,376

セグメント利益 4,591 1,238 3,922 9,752 66 9,819 △1,255 8,563

 

(注)　１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レンタ

カー事業、情報処理サービス事業等を含んでおります。

 ２ セグメント利益の調整額△1,255百万円には、セグメント間取引消去1,162百万円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,418百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

(子会社の取得による資産の著しい増加)

　「食品関連事業」セグメントにおいて、第２四半期連結会計期間に日本ピザハット・コーポレーション株式会社

及びその子会社２社、当第３四半期連結会計期間にArco Marketing Pte Ltd、株式会社クイックスを連結の範囲に

含めております。これに伴い、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間のセグメント資産が

38,603百万円増加しております。

「糖粉・飼料畜産関連事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に丸永株式会社及びその子会社２

社、福岡農産株式会社及びその子会社１社を連結の範囲に含めております。これに伴い、前連結会計年度の末日に

比べ、当第３四半期連結会計期間のセグメント資産が11,202百万円増加しております。

「住宅・不動産関連事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に株式会社アスティーク及びその子会

社１社、当第３四半期連結会計期間にヤマエリアルティ株式会社を連結の範囲に含めております。これに伴い、前

連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間のセグメント資産が11,111百万円増加しております。

「その他」セグメントにおいて、第２四半期連結会計期間にＦＣＰロジスティクス株式会社（現ＹＧＬ株式会

社）及びその子会社３社を連結の範囲に含めております。これに伴い、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半

期連結会計期間のセグメント資産が5,198百万円増加しております。
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３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

「食品関連事業」セグメントにおいて、第２四半期連結会計期間に日本ピザハット・コーポレーション株式会社

の全株式を取得したことに伴い、同社及びその子会社２社、当第３四半期連結会計期間にArco Marketing Pte Ltd

の株式の一部を取得したことに伴い、同社を、また、株式会社クイックスの株式の一部を取得したことに伴い、同

社を連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において5,251

百万円であります。

「糖粉・飼料畜産関連事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に丸永株式会社の全株式を取得した

ことに伴い、同社及びその子会社２社、福岡農産株式会社の全株式を取得したことに伴い、同社及びその子会社１

社を連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において1,560

百万円であります。

「住宅・不動産関連事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に株式会社アスティークの全株式を取

得したことに伴い、同社及びその子会社１社を連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、

当第３四半期連結累計期間において322百万円であります。

「その他」セグメントにおいて、第２四半期連結会計期間にＦＣＰロジスティクス株式会社（現ＹＧＬ株式会

社）の全株式を取得したことに伴い、同社及びその子会社３社を連結の範囲に含めております。当該事象によるの

れんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において1,901百万円であります。

なお、のれんの金額のうち、取得原価の配分が完了していないものにつきましては、暫定的に算定された金額で

あります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１　Arco Marketing Pte Ltd

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　Arco Marketing Pte Ltd

事業の内容　　　　　冷凍シーフード及び加工食品の輸出入・販売

②　企業結合を行った主な理由

Arco Marketing Pte Ltdはシンガポールに1994年に創業し、冷凍シーフード及び日本食加工食品の輸出入及

び販売を行ってきた企業です。数多くの現地日本食レストランと長年のお取引があり、高品質な商品の安定供

給により、シンガポール市場にて高く評価されている企業です。

本株式取得により、Arco Marketing Pte Ltdを東南アジアにおけるハブとしてグローバルに展開していくこ

とで、食品関連事業の更なる成長が図れるものと判断し行うものであります。

③　企業結合日

2022年10月３日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後企業の名称

企業結合後の名称の変更はございません。

⑥　取得した議決権比率

60.0％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 
(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年10月３日が取得日であり、かつ四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことから、貸借対照表の

みを連結しているため、当第３四半期連結損益計算書においては、被取得企業の業績を含んでおりません。

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

当事者間の守秘義務により非公表とさせていただきますが、適正な株価算定に基づいて合理性を判断しており

ます。

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　68百万円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

506百万円

なお、上記金額は暫定的に算定された金額です。

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

効果の及ぶ期間にわたって、均等償却する予定であります。なお、償却期間は、現在算定中であります。
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２　株式会社クイックス

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社クイックス

事業の内容　　　　　畜肉加工及び畜肉惣菜の製造販売

②　企業結合を行った主な理由

株式会社クイックスは福岡県に本社を置く、食肉・食品冷凍加工会社です。

本株式取得により、九州における当社グループの更なる業容拡大を目的として行うものであります。

③　企業結合日

2022年11月１日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後企業の名称

企業結合後の名称の変更はございません。

⑥　取得した議決権比率

取得直前に所有していた議決権比率　　　　14.0％（うち間接保有　14.0％）

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　37.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　51.0％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 
(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年11月１日から2022年12月31日

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

当事者間の守秘義務により非公表とさせていただきますが、適正な株価算定に基づいて合理性を判断しており

ます。

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

 
(5) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計値との差額

段階取得による差益　　29百万円

 
(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

38百万円

なお、上記金額は暫定的に算定された金額です。

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

６年間にわたる均等償却
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共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

(1) 取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　株式会社春日や

事業の内容　　　　　　酒類卸、小売業

②　企業結合日

2022年11月１日

③　企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

④　結合後企業の名称

企業結合後の名称の変更はございません。

⑤　その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は49.0％であり、当該取引により当社の株式会社春日やに対する議決権比率

は100.0％となりました。当該追加取得は、グループ会社としての一層のシナジー効果の発揮と、意思決定の迅

速化を目的として行ったものであります。

 
(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取

引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 
(3) 子会社株式の追加取得に関する事項

当事者間の守秘義務により非公表とさせていただきますが、適正な株価算定に基づいて合理性を判断しており

ます。また、取得の対価は現金であります。

 
(4) 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

①　資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

②　非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

62百万円
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
 その他
 （注）２

合計
食品関連事業

糖粉・飼料畜
産関連事業

住宅・不動産
関連事業

計

販売

食品・酒類 217,829 ― ― 217,829 ― 217,829

食品原材料 ― 32,197 ― 32,197 ― 32,197

飼料・畜産・水
産物

54 24,639 ― 24,694 ― 24,694

住宅資材・木材 ― ― 30,766 30,766 ― 30,766

製造・制作

食品・酒類 19,431 ― ― 19,431 ― 19,431

住宅資材・木材 ― ― 13,137 13,137 ― 13,137

工事請負 ― ― 4,568 4,568 16 4,584

役務 物流 26,322 ― ― 26,322 ― 26,322

その他 46 ― 2 49 11,827 11,876

顧客との契約から生じる収益 263,683 56,837 48,474 368,996 11,843 380,840

その他の収益 104 ― 594 699 86 785

外部顧客への売上高 263,788 56,837 49,069 369,695 11,930 381,625
 

（注）１　当社は2021年10月１日設立のため、当第３四半期連結累計期間の各収益の金額については、単独株式移

 転により完全子会社となったヤマエ久野株式会社の第２四半期連結累計期間の各収益の金額を引き継い

 で作成しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レ

 ンタカー事業、情報処理サービス事業、保険サービス事業等を含んでおります。
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当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
食品関連事業

糖粉・飼料畜
産関連事業

住宅・不動産
関連事業

計

販売

食品・酒類 248,072 ― ― 248,072 ― 248,072

食品原材料 ― 37,447 ― 37,447 ― 37,447

飼料・畜産・水
産物

875 35,977 ― 36,852 ― 36,852

住宅資材・木材 ― ― 32,362 32,362 ― 32,362

製造・制作

食品・酒類 20,138 ― ― 20,138 ― 20,138

住宅資材・木材 ― ― 19,843 19,843 ― 19,843

工事請負 ― ― 4,929 4,929 ― 4,929

役務 物流 27,765 ― ― 27,765 ― 27,765

その他 764 ― 18 　783 14,111 14,894

顧客との契約から生じる収益 297,617 73,424 57,153 428,194 14,111 442,306

その他の収益 501 0 474 975 94 1,070

外部顧客への売上高 298,118 73,424 57,627 429,170 14,206 443,376
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レンタ

カー事業、情報処理サービス事業等を含んでおります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

 １株当たり四半期純利益 148円56銭 243円72銭

  (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 3,518 5,764

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,518 5,764

 普通株式の期中平均株式数(株) 23,686,752 23,653,253
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2023年２月10日

ヤマエグループホールディングス株式会社

　　取　締　役　会 　　　　御　中

 
有限責任監査法人ト ー マ ツ

　　 福  岡  事  務  所

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日　　下　　　靖　　規  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 窪　　田　　　　　真  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマエグループ

ホールディングス株式会社の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2022年10

月1日から2022年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤマエグループホールディングス株式会社及び連結子会社の2022

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
　

 

（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

 

EDINET提出書類

ヤマエグループホールディングス株式会社(E36756)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

